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緒 言
　現在のわが国の栄養と食糧そして健康問題には，1960年～’65年頃よりの食生活の質的変動の歪み
が表面化しつつあり，国民の一人一人が食生活の見直しをし，日本の風土に調和したそれを模索し，
創造すべき時代を迎えた1‘4）といわれている。嗜好や食習慣の形成とそれらの定着の著しい幼児期か
ら，系統的な食教育が施されることの必要性がいよいよ高まってきた。著者は幼児の食生活に関する
系統的研究の一端として，都市近郊幼児の栄養摂取の実態を把握し，栄養指導上の指針を得るため
に，本学付属幼稚園園児を対象として，1972年度と1977年度の調査成績より，最近5年間の栄養状態
の変動を検討した。さらに，先に得られた，山村，都市近郊農村，および漁業地域の幼児のそれにも
5）6）照らして考察したので，それらの成績を報告する。
調　査　方　法
　1．本学付属幼稚園について
　本学付属幼稚園は，新潟市郊外の国道7号線に隣接した交通の便のよい田園地帯にある。新潟市内
では二園しかない県立幼稚園の一つで，恵まれた教育的環境のもとに・「子どもの人間的発達の基礎
を守り育て，生きること（自立）と愛すること（連帯）の能力をつちかう。」を教育目標として，
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1971年に開園された。定員は96名（3歳児～5歳児〉で，園児は，本園の所在地である海老ケ瀬およ
び大形本町を中心として，その周辺地域ならびに隣接の市より，バ入乗用車または徒歩にて通園し
ている。
1977年7月に実施したアソケート調査の結果から，園児の家庭環境等を概翻一ると・保護者の職業
は，会社員54．8％，公務員（教員を含む）22．　4％，商工サービス・自営業18．8％，農業1．2％，その
他2．8％となっており，母親の80％は主婦専業であり，核家族が95．　3％，一人子は8．　2％である。母親
の食生活への関心は強く，子供の食事に関する知識の修得は，新聞・雑誌（55．3％），家庭教育（母
親から）　（53．4％o），テレビ・ラジオの番組（42．　4％），書物（32．9％），保健所の指導（16．　5％），
学校教育（高等学校）（11．2％e），その他からと答えており（9項目中より3項目選択），子供の養育
において困まっていることの中に，少食，偏食，好き嫌いが激しい，食華時間が長い等食事に関する
訴えが，3歳児では殆んどであり，4～5歳児においても散見された。
　なお，給食は行なわれていないが，1975年度より本学家政科食物専攻の栄養鮨導実習の一環とし
て，幼児食給食を秋季に3回実施しており，その折に父兄に対して，給食内容の報告を兼ねてささや
かな栄養指導メモを配布している。
　2．調　査　対　象
　4歳から6歳までの男女園児について，’72年度は25名，’77年度は10名の協力が得られ，対象と
した。
　3．　調査時期および期間
　1972年度と1977年度のそれぞれ四季の各連続した3日間（通年12日間）である。
　4．調査内容および方法
　1）　食餌摂取状況調査　国民栄養調査に準じ，個人別秤量方式によった。摂取栄養量は三訂日本標
準食品成分表の成分値500品目を入力せる電子計算機を使用し，アミノ酸摂取量は日本食品アミノ酸組
成表の数値を用いて，それぞれ算出した。これによって得られた成績の比較基準には・昭和50年なら
びに55年を目途とする日本人の栄養所要量と，年齢別性別食糧構成基準7）を適用して，食糧構成，栄
養充足率，たん白質栄養評価等を比較し，さらに対照とせる農・山村および漁業地域幼児の成績5）6）・
東京都幼児の成績8）9），および国民栄養調査のそれの最近5年間の変動にも照らして考察した・なお・
摂取食品，摂取栄養素相互のバラソス状態の総体的な変動は・田村らにならい「数値群パターソ解析
法」1のを適用し，それぞれ基準パターソに対する類似性の解析によって評価した。
　2）体位測定　身長，体重を測定し，昭和5⑪年ならびに55年の日本人体位の年齢別性別推計値と対
此した。
　3）体力測定　平衡力（捧上片足立ち），筋持久力（体支持持続時間）・瞬発性（立幅跳）・およ
び調整力（両足連続跳び越し）の4種目について実施した。その評価は新潟県教育委員会による幼児
の運動能力基準n）に従い，3点を中位とする5段階法によって行なった・　’72年度は’77年度と同一の
種目について実施できなかったので，新潟県国公立幼稚園協会の実施せる幼児の運動能力実態調査12）
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より，関連の種目を抜すいして，平衡力（バラソス），瞬発性（立幅跳），調整力（シグナル・ラソ
とシグナル・スプリソグ）の3種目を，対象児の成績の参考として記載した。
調査結果ならびに考察
　1．摂取食品数ならびに献立の比較
　1人1日当りの摂取食品数の変動は表1に示す如く，年平均では26品から29品に増えたが，それは
植物性食品の増加に負うており，動物性食品数は変りなく，間食の食品数は5品から4品に減少し
た。農村（17→23品），山村（23→22品）および漁業地域幼児（21→28品）の場合に比べると，摂取
食品数は多く，変動指数は比較的小さかっ淀。なお，動物性食品数は山村幼児（3→4品）の2～1．5
倍，農村幼児（4→4品）の1．5倍，漁業地域幼児（5→5品）の1．2倍であった。
　次に，献立については各対象児それぞれに多様で一定の傾向を見出し難く，なかには単調なパター
ソも見うけられたが，概してヴァラエティー一に富んだ献立が多かった。ちなみに，アソケート調査の
結果では，子供のためによく作る料理のベスト10はハンバーグ，カレー一ライス，シチュウ，妙飯，焼
肉，スパゲッティ，サラダ，オムレツ，鮫子，フライとなっており，また子供の好きな料理もほぼこ
れに等しかった。一方，子供のきらいな料理は，野菜の油妙め，酢の物，煮物，煮魚，浸し，野菜サ
ラダ等であり，現代の幼児における嗜好の特徴の一端がうかがわれる。
表1摂取食品数の変動 （1人1H当り平均値）
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2．摂取食品の構成とその比較
対象児の食品群別摂取状況を総括したのが表2である。この5年間に変動の見られなかった食品は
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　　衷2食品群別摂取状況の変動 （1人1日当り平均9）
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少なく，殆んどの食品の摂取量に増減いずれかの変動が観察された。唯，年平均の成績では，穀類，
緑黄色野菜，魚介類，および卵類の摂取量は殆んど変動がなかった。変動の比較的大きかった食品
で，増加したのは肉類，いも類，およびその他の野菜であり，一方，減少したのは菓子類，砂糖類，
果実類，および乳類である。
　次に，基準量に対する充足率は表3に示す如く，四季別にそれぞれ変動しているが，年平均の成績
で見ると，油脂類，肉類，魚介類，いも類および果実類は5年来変らず高い充足率を示し，反面，緑
黄色野菜，穀類，および豆類はいずれも基準量の56～90％の充足率であった。ここでとくに注目され
るのは次の二点である。すなわち，その一は，緑黄色野菜摂取の困難性であり，このことは農・山村
および漁業地域幼児の場合にも同様に観察された。ちなみに，アソケート調査の結果では，母親が子
供に食べさせたいと気をつかっている食品の第一に緑黄色野菜があげられているが，一方，子供の嫌
いな食品の第一位がそれであり，従って，毎日食べると答えた園児は3歳児25．O％，4歳児31．7％，
5歳児46．4％と極めて低率であった。その二は，充足され難い食品は緑黄色野菜，穀類，および豆類
の植物性食晶のみで，乳卵類が適量摂i取されており，魚介，肉類が基準量の1．5～2倍近い充足率
を示していることは，農・山村および漁業地域幼児には見られない，都市近郊幼児に特有の現象であ
った。
　表4は，基準量に対する摂取食品の充足状況の変動（年平均）を示したものであるが，適量を摂取
している対象児は概して少ない。5年後の動きの主なものを拾うと，充足率が201％以上を示す対象
児が皆無の食品は穀類と緑黄色野菜のみであり，いも，油脂，その他の野菜，肉および卵類はこのラ
　　　　　　　　　　　　　表4　基準量に対する摂取食品の充足状況の変動　　　　　　（単位：％）
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ンクの摂取が増え，一方砂糖，懸，および魚介類は減じている．また・充足率が50％以下の対象
児が増えた食品は，穀類、砂糖，豆，緑黄色野菜，その他の野菜，果実，魚介，および乳類であり，
とくに’77年度では豆類については51％の，緑黄色野菜については61％の対象児が基準量の50％以下
の摂取であった。このように通年12日間の平均値をとってみてもなお，摂取上の個人差は著しく大き
く，従って，基準量の数値を弾力的に解釈し，活用しつつ，個人別に栄養指導を行なうことの必要性
を痛感させられるa
　3．摂取栄養量の分析とその比較
　対象児の摂取栄養量の変動を四季別にまとめたのが表5である。5年間に増加したのはたん白質
脂質，ビタミソA（以下ビタミソはV．と略記す），V・B，，　V・B2およびV・Cであり，なお・食塩の摂
取量も5年前の乳1～9．69から，17％増えて7．　6－－11．　0　9となった。他方，エネルギー，糖質および
カルシウムは約10～20％減少した．
表5　摂取栄養量の変動
たん白質 ピ　　タ　　　ミ　　ソカルシ
E　ム
in19）
食　塩
i響）
エネル
@　　ギー
iCa1）幣階算脂肪i9う
糖　質
i9）
?（?）
（Lu）1A（謝（制（副D（1．u．）
? 1972P977
1，860
P，722
63
U5
35
R8
66
U2
278
Q23
634
U07
10．0
P0．0
1，084
i4，084）
H，768
O．68
O．91
o．78
P．08
51
P14
132
i432）
@96
9．6
P1．0
変動指数 93　　　ZO3　　　109　　　　94　　　　80　　　　96　　　100　　　　　163　　　134　　　138　　　224　　　　73　　　115
　　、972・，5・・5228422225559．6温）…42。・6732（，19）7・・
夏19771，45159344919。4。210・0　967。・620・66269°10・6
　　変動指数　971131211。28672167　8714899811°3149
　　、972・，　9686433572996・2・。．3（lllll）・・65…7B　54’（，11）7・9
秋19771，49853295。2074448・・51，。76e・・61。・6863847・6
　　変動指数　76838888697483　87948711713896　　、97Z・，96263336・2886・⑪・・．・（ll麗）。・69…7852（lll）8・・7
冬19771，869？0426923963211・21・566。・730・9261629・8　　変動指数　95111127113　831。4112　1451。6エ18117　52113
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　）註1．ピタミ噸は認による損耗（V・A・20％，V・B1　3。％，V・B・　25％・V・C50％）を考慮し緻1直である・
　2．V．AとV．Dの（）内の数値は，肝油よりの摂取量を加算したものである。
表6は栄養所要量に対する充足率の変動を示したものである。エネルギーについては，夏季におい
てのみ若干の不足が見られるが，その他の季節では，’72年は所要量の23～27％上回っていたのが，
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’77年にはやや減じて1～19％の凌駕となり，年平均値は適量摂取にほぼ近い。たん白質は5年来変
らず通年所要量を5～37％上回り，さらに動物性たん白質は’72年には所要量の19～43％上回ってい
たのが，’77年には16～61％の凌駕となり，年々増加傾向を示すように思われる。同じく脂質につい
ても，5年前よりやや減じたものの通年所要量を7’v60％o上回り，このまま推移すると動物性たん白
質とならんで，摂取過多の状態を呈するようになろう。カルシウムおよび鉄は5年間変動なく・所要
量を平均20～23％上回っている。ビタミソ類については，夏季において若干摂取不足が見られるもの
の，年平均ではV．A，　VB，，およびV．Cの充足率の改善が見られ，いずれも所要量を2～29％凌駕し
ている。
表6摂取栄養充足率の変動 （単位：％）
たん白質 ビ　　　タ　　　ミ　　ンエネル
Mー 繊醗脂 ?カルシE　ム 鉄 ABIB・clD食塩
春
夏
．　秋
冬
?
平
均
1972
1977
変動指数
123
107
87
129
126
98
1972
1977
変動指数
????????110
工19
108
1972
1977
変動指数
127
10Z
80
134
105
78
1972
1977
変動指数
124
119
96
128
137
107
・43・85・28・・7（211）
146　　　138　　　132　　　118　　　127
102　　　　75　　　　103　　　101　　　187
・・9・・9・…2・（，ll）
140　　　107　　　　102　　　127　　　103
118　　　　90　　　　92　　　106　　　149
　　　　　　　　　　　79138　　 165　 　 128　 　124　　　　　　　　　　　（245）
116　　　115　　　　107　　　103　　　102
84　　　　70　　　　84　　　　83　　　129
・36・74・23・・7（，ll）
161　　　160　　　　148　　　135　　　148
118　　　　92　　　　120　　　115　　　221
94
100
106
60
96
160
90
97
08
98
1 6
118
96　135
90　　138
94　102
88　　79
81　　69
92　　87
97　　工36
82　　159
85　117
97　　129
111　　151
1工4　　117
33　　　　155（1e8）
24　　　－
73
22　　　109（97）
23　　　　－
105　　　－
iii「
30
（105）
16
53
134
’72
充足率1・・8・25・34・6・1・23
標準偏差【・3・・4・…5・…429・。1＆・
・2・協・6　195・2。（118）・34
・．31・・61・7・・34・・427・38…9・。
t77　　標準偏差1・2・・5・3・・4・＆723・9
変動指数188い81・・5181
充足率1・。4・22・4・・3・・22・2・1・・。29・1　i2gl　2・
2 ．6・3．71　22・・9・・3・3・・94…3・6
9gl・。・・69・・gい61・。Sl　841
註：V．AとVJ）の（）内の数値は，肝油よりの摂取量を加算した場合の充足率である。
　次に，栄養所要量に対する充足状況の変動をみると表？のとおりで対象児の充足率は摂取不足の
50％以下から，摂取過多の201　％Ll上までそれぞれ分布し，栄養摂取上の個人差が極めて大であるこ
とが知られる．5年後の変動の主なものを拾うt，201％以上を示す対象児が皆無であるのはエネル
ギー，V．B1，およびV，Bzであり，他方，50％以下を示す対象児が皆無であるのはエネルギー，たん
白質，脂質，鉄，およびV，B正である。また，充足率の分布が下降傾向を示すのはエネルギーとV・B2
であり，このうちエネルギーは，他の栄養素に比して適量摂取の対象児が最も多くなり・一方・V・B2
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は新たに50％以下が7％現われ，適量摂取が減じ，51～90％の充足率を示す対象児が56％に増えた。
次に，摂取過多の対象児が減少し，適量摂取の域に接近しつつあるのが脂質であり，逆に，摂取過多
の対象児が若干増えたのが動物性たん白質，カルシウム，鉄およびV・Aである。
　　　　　　　　　　　　　　表7　栄養所要量に対する充足状況の変動　　　　　　　　　（単位；％）
たん白質 ビ　　　タ　　　ミ　　　こノミここ：＿　　　栄養素別[足率繭臨＼エネルMー 総量1動物性脂肪 カルシE　ム 鉄 AiB・IB・IC食塩
201％以上
151　｛ノ　200ヌ5
111｛げユ50％
91　｛’　111皇ダ
51～　90％
50％以下
1972
ユ977
・・7・332（、。8）4・29⑪　214　5　9　5　100　026
1工
1972
1977
3　　　　12　　　　26　　　　44　　　　15　　　　　8　　　　　3　　　　10　　　　　5　　　　20
5ユ6121614　9127　 工2
3
1972
工977
65　　　　58　　　　36　　　　32　　　41　　　46　　　　30　　　　28　　　　37　　　　26
23　　　　37　　　　33　　　　37　　　　23　　　　40　　　　10　　　　26　　　　　9　　　　21
38
19721977
21　　　　22　　　　17　　　　　7　　　　30　　　　29　　　　32　　　　27　　　　28　　　　14
4？　　　　19　　　　20　　　　35　　　　26　　　　20　　　　26　　　　28　　　　19　　　　　7
20
1972
1977
工1　　　　7　　　　14　　　　3　　　　工0　　　　13　　　　32　　　　26　　　　30　　　　8
25　　　　26　　　　19　　　　7　　　　19　　　　26　　　　30　　　　39　　　　56　　　　27
8
1972
1977
0
　註：V．Aの（）内の数値は肝油を含めた場合で，全員が201％以上の充足率を示すことを表わす。
　4．新潟県，東京都幼児および本邦の食糧構成ならびに栄養充足率パターンの変動と都市近郊幼児
　　のそれとの比較成績
　以上の都市近郊幼児の摂取栄養状況の推移をより客観的に把握すべく，農・山杜漁業地域東京
都幼児および国民栄養の変動と比較検討し，それらの成績を表8，表9に示した・まず食糧構成パタ
ーソの変動状況について，各々の変動指数を対比すると，新潟県4地区の幼児に共通の現象は菓子類
摂取の減少と，肉類摂取の増加であり，さらに肉類の増加は東京都幼児および本邦の成績にも共通す
るものであった。なお穀類摂取においては，都市近郊幼児は本邦の場合とほぼ同様米類が減少し・
小麦類が著しく増加しており，山村幼児（両穀類の摂取が減少）ならびに漁業地域，農村および東京
都幼児（米・小麦類共にその摂取は増加しているが，小麦類の増加率がやや大きい）のそれとは異な
っている。これらの変動指数はそれぞれ一つのパターンを構成しているものとみなし，5年後の変動
なしをioOgeとした場合のパターソ類似率を求めたところ，総体的にみるならば81～99％は変動なし
とみなされる。さらに詳細に分析するならば，対象児の変動度10．2％は，漁業地域幼児のそれに等し
く，山村幼児のそれより低値であり，農村幼児のそれより高値であった。一方新潟県幼児の摂取食
品の変動度は東京都幼児のそれに比べるとかなり大きく，また本邦のそれに比べてもやや大であるこ
とが知られた。
　次に，栄養充足率パターソの変動状況について，各々の変動指数を対比すると，新潟県4地区の幼
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表8　最近5年間における新潟県、東京都幼児および本邦の食糧構成パターンの変動状況の比較
食品群別摂取量の変動指数（BIA　x　loo）
穀類
変動なし
?P00と
ｵた場合のパター
¥類似率
@a
食糧構成
pターソ
ﾌ変動度
P00－a
区　　分 年　　度
求@｛B）
?????
?????? ?? ????????そ野?????? ?????
?????都市近郊
山　　村
漁業地域
都市近郊
農　　村
策京都幼児
国民栄養調査
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）　　（％）
1972→，77　　　59　172　134　　54　　43　112　　83　100　127　　68　104　Z47　100　　74　　S9，8　　　　10．2
1971→，75　　　95　　85　139　　75　　52　100　108　103　100　103　103　3工3　124　424　　81．3　　　　工8．7
1969→，74　　11】．　113　100　156
1968囲〉，73　　105　136　181　145
??
59231
157156140111　97　7「7344119　94　89．6　　10．4
89　工13　237　117　115　144　　76　138　　93．7
1972→，75　　106　112　141　107　113　120　109　125　　97　129　100　105　100　　87　　99．3
1970→，75　　　81　139　161　　74　　79　101　　98　　96　100　239　108　151　101　131　　94．2
6、　3
0．7
5，8
註1．Aは調査開始年度，　Bは調査終了年度を表わす。
　2．　aは，14種の食品群別摂取量の変動指数がすぺて100（すなわち5年後の変動なし）の場合を基準と
　　して，それに対するパターン類似率を求め，百分率で示したものである。
3，パターソ類似率算定式　S（A，　B）＝COSβ　＝
Σai　bi
i＝＝1
?????????」
》?????? ?????》
表9　最近5年間における新潟県，東京都幼児および本邦の栄養充足率パター－P一ンの変動状況
栄捷充足率の変動指数（BIA　x　loo）
区　　　　　分 たん白質 ピタミソ
変動なし
?P00と
ｵた場合の比率
@a
変動度
P00－a
年　　度
求@　（B）
エネル
Mー 纈1動物性脂
?カルシ
Eム 鉄 AlB・1B・C｛ lIl（％） （％）
東京都幼児
国民栄養調査
1972→・77　　　　88　　　　98　　　105　　　　81　　　　99　　　101　169　119　　96　108　　　　97．7　　　　2・3
197工→，75　　102　　　113　　　156　　　119　　　130　　　101　　93　112　119　　82　　　98．5　　　1．5
ユ969→，74
196B→，73
116　　　100　　　　87　　　106　　　　87　　　　91　131　147　　97　172　　　　97．3　　　　2．7
105　　　110　　　126　　　103　　　132　　　　87　　95　工13　　76　133　　　　98．6　　　　1．4
1972→，75　　102　　　　99　　　100　　　　97　　　1コ0　　　　81　176　　84　107　170　　　　96．3　　　3．7
1970→，75　　　107　　　111　　　113　　　1eO　　　103　　　　－－　119　123　100　127　　　　99，6　　　　0，4
児に共通した現象はV．B1充足率の改善であり，これは本邦の成績にも観察された。ここで対象児に
のみ特異的な変動は，エネルギーおよび脂質の充足率の低下である。これはいずれも所要量の120～
ユ60％という高い充足率が，5年後にユ04～130％と適量摂取の域に接近したためであり，新潟県の他
の3地区の場合は5年前のやや低い充足率力敏善されて，高い充足率へ変動したものである・対象児
の懸充麟パPt．一ソの鋤脚3％は，　ua業地域幼児の変鍍とほ騰しく，幽鮒幼児のそれ
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の1．5～L6倍であった。新潟県幼児の変動度は，東京都幼児のそれより小さく，本邦のそれより大で
あったもののt先の食糧構成パターソの変動度に比べるならばJいずれも低値であった。
　5．　たん白質栄養の質的評価の比較
　さて，対象児の摂取たん白質の質的評価の推移は表10に示す通りである。動物性たん白質比は，
53．5％から57．9％となり，漁業地域幼児の58％e→51％，および東京都幼児の62％・→58％と共に，幼児
に推奨される比率（50％）を凌駕しており，山村幼児の32％→44％，ならびに農村幼児の35％→43％
に比べるならば非常に優れていた。たん白価，アミノ酸癒および化学価は表に示す如くであり，それ
ぞれの評価基準により第一制限アミノ酸が異なるが，概して良好であり，対象児の有効たん白量（5X　6
9→55．29）は漁業地域幼児（55．99→5G．49）にほぼ等しく，山村幼児（34．　4　9　一，41．　69）および
濃村幼児（38．99→41．29）に比べ1．3～1．5倍の開きがある。
表｛e摂取たん白質の質的評価の変動
春 夏
?
冬 年　平　均
・9721・977エ9721・977・9721・977・9721・977・9721・977膿
i助物性たん白質比　　（％）
ｽ　　　ん　　　白　　　価
A　　ミ　　ノ　　酸　　価@　（幼児の試案パターソ1973）
@　　　卵価（日本1966）化
w入乳価（日本1966）
ｿ　　　　牛乳鍬日本1966）
@　　　　　　　　　　E／丁比
55．5
@　　85
iTry）
@　　82
iThr）
@　　81
iS）
@　　89
iLeu）
@　　9工
iLy3）
Q，514
58．5
@　　76
iS）
@　　84
iThr）
@　　65
iS）
@　　89
iTry｝
@　　95
iPhe）
Q，539
54．3
@　　81
iS）
@　　90
iThr）
@　　70
iS）
@　　89
iLeu）
@　　84
iLys）
Q，493
57．6
@　　87
iS）
@　　86
iThr）
@　　75
iS）
@　　go
iLeu）
@　　88
iPhe）
Q，515
51．2
@　　91
iTry）
@　　85
iThr）
@　　76
iS）
@　　88
iLeu）
@　　91
iLys）
Q，592
54．7
@　　86
iS）
@　　89
iThf）
@　　58
is）
@　　71
iTry）
@　　75
iPhe）
R，176
52．9
@　　82
iTry）
@　　85
iThr）
@　　76
is）
@　　86
iTry）
@　　87
iLys）
Q，492
60．0
@　　88
iTry）
@　　88
iThr）
@　　84
iS）
@　　92
iLεu）
@　　91
iPhe）
Q，698
53．5
@　　86
iTτy）
@　　86
iThr）
@　　75
iS）
@　　87
iTry）
@　　89
i1．ys）
Q，522
57．9
@　　89
iS）
@　　87
iThτ）
@　　74
iS）
@　　89
iTτy）
@　　92
iPhe）
Q，589
108
P03
P01
X9
P02
P03
P03
i注　（）は第一制限アミノ酸を示す。S：含硫アミノ酸，　Try：トリプトフ7ソ，　Thr　：スレォニソ
　Leu：Pイシソ，　Lys：リジン，　Phe：プ＝ニールアラニン十チロシン。
表11対象幼児の体位・体力評価の変動
体位の目標値に
対する比率
　　（％）
体　力　評　価
儒を中位と）
?? ??
平　　衡　　力
筋　持　久　力
瞬　　発　　性
調　　整　　力
1972
99．G　±　3，5
94．1　±　5．3
3．0±1．5
3．1±O．9
3．5±2．7
1977
101．2±4、8
101．1　±　7．7
4．O±LO
2，　7±O．8
3．O±1．0
4．3±O．8
平均刷3・・2±・・8 3．5±0．8
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　6．　体力・体力評価と栄養状態
表11に示すように，目標値に対する身長指数ならびに体重指数はいずれも5年前に比べて高くな
り，それぞれの目標値にほぼ等しい。これは捜・山村および漁業地域幼児の体位指数がいずれも低下
しているのとは異なる現象であった。対象児の体位指数の優位は，食生活内容の改善に即応するよう
に思われるが，対象児数の少ないこともあって，この間の相関性に一定の傾向を見出すことはできな
かった。体位評価は5年後もさしたる変化はなく，中位の成績であった。
　以上の如く，今回は特別に系統立てた栄養教育プnグラムを施さずに，時代の推移による都市近郊
幼児の食生活変容の実態を観察したのであるが，’72年度から5年後の食糧構成にはそれぞれ増減い
ずれかの変動が見られ，そのパターソとしての変動度は10．2％であった。これは漁業地域幼児のそれ
にほぼ等しく，山村幼児の18．7％より低かったが，農村幼児の6．3％’，東京都幼児のO．　7：e％，および国
民栄養の5．8％oと対比するならば比較的高値である。しかしながら，それらの変動は都市近郊幼児の
食品摂取量のバランスの改善にまで及んでおらず，依然として肉，油脂，魚介および果実類の摂取量
が多く，緑黄色野菜，豆および穀類が摂取不足となっている。これに反し，栄養充足率パターソの変
動度は2．3％と低値であったが，充足率の分布は’72年度の71（VA）％～161（脂質）％から・’77年度
の91（V．A2）％～141（動物性たん白質）％へと比較的平準化した。所要量に満たない栄養素は・’72
年度はV．A，　V．BlおよびV，B2であったのが，’77年度はV・B2のみとなった。
　これまでに調査した農・山村および漁業地域幼児には，依然としてV・Cを除いたV・A・　V・B1およ
びVB，の摂取不足が共通して見られ，さらに農・山村幼児には醐勿性たん白質　カルシウムの摂取
不足も加わり，一層の改善が望まれたが，都市近郊幼児の場合はむしろ動物たん白質および脂質等は
所要量をかなり上圃って摂取されているので，摂取過多が懸念される。このように地域性により摂取
栄養状態の差異をもたらす要因は何であろうか。これまでの観察から次の三点が考えられるように思
う。その一は食糧流通の問題である。該山村の場合は，生活環境の整備が著しく進展したものの2級
辺地であることには変りなく，他の地区に比べ使いたい食品の入手は未だかなりの制約をよぎなくさ
れている。その二は食生活に関する意識の問題である。ちなみに，本調査対象の盤村も漁業地域も共
に新潟市内にあり，食料入手の難易については都市近郊世帯とさしたる差は認め難い。しかしなが
ら，前者と後者では調査へ参画の馴青力階干異なり，従って姓漁こ対する関・心度にも僅かながら差
があるように思われるeそれは，前者は幼児のいる世帯が限られていたため悉皆調査であるが，後者
は栄養調査への協力をお願いした結果，績極的に希望して参画された方kであり，その調査への協力
の意図は「わが家の食事は栄養上どうなのか知りたかったから。」と述べられていることからもうか
がわれる。その三は母親の家事的生活時間の余裕の問題である。すなわち，前者の母親は盤業や漁業
に従寮する他に工場等に日稼ぎに出るなど全員が就労しているが，後者の母親のSOIdO　esz，主婦専業であ
e，　eずと家事的生活時間に差が生じてくるものと思われる・以上のうち二と三の姻は相互に1髄
し，生活時間にゆとりがあるから，食生活に関する情報も得やすく，またその実践も容易であるとい
一ヱ24一 県立新潟女子短期大学研究紀要　第15集　1978
うプラスの場合と，生活時聞のゆとりのなさが食に関する情報を得難くし，従って意識も停滞したま
まというマイナスの場合の存在が考えられる。母親の就労が増えつつある時代を迎え，このマイナス
の場合のサイクルを改善する方途の模索が，今後の大きな課題であろう。
　なお，地域性を問わず，しかも時代の推移にもかかわらず，新潟県幼児に共通して存する問題点は
緑黄色野菜摂取の困難性である。しかもこれは東京都幼児8）をはじめとして，多くの調査成績13．17）に
表出されているところである。概して幼児は緑黄色野菜を好まないが，Carol　L・Iretoロエ呂）らの研究
に示唆されている如く，調理法の工失と幼児心理に則った撰取を促す努力を・幼児の食事にたずさわ
る人々はしなければならない。
　栄養調査に協力されて，食の大切さを自覚される世帯が増えてくることは最も望むところである
が，本調査においても5年前に被調査者であった世帯が一世帯あり，年余にわたる厄介な調査に再び
率先して協力していただき，有難いことであった。さらに，対象世帯の方々はいずれも調査に協力さ
れてのメリットを上げられ，今後の継続調査への協力も了承された。
　今後はこれまでと異なり，経済不況による所得の伸び悩み等社会情勢の変動が，幼児の食生活にど
のようにかかわってくるかという視点からも，引続き検討を重ねて行きたいと思う。
要
?
　幼児栄養をより的確に把握するため，1972年度と1977年度の都市近郊幼児の栄養状態について検討
を加えた。対象児は4～6歳児25～10名で，四季の各連続した3日間（通年12日間）の食餌摂取量を
個人別に秤量したe得られた成績は栄養所要量ならびに食糧講成基準と対比し，食糧構成パターンお
まび栄養充足率パターソの5年後の変動状況については，数値群パターソ解析法を適用して，以下の
成績を得た。
　（1｝都市近郊幼児の摂取食品数は1人1日当り平均26品→29品に増えたが，それは植物性食晶に負
うており，動物性食品は6品で変りなく，間食は5品→4品に減じた。
　｛2｝食品群別摂取量では，この5年間に殆んどの食品に増減いずれかの変動が見られ，そのパター
ソとしてのi変動度は10．2％であり，漁業地域幼児の10．4％にほぼ等しく，1“村幼児の18．7％oより低値
であったが，農村幼児の6．3％，東京都幼児のO．7％ならびに国民栄養の5．8％に比べるならば比較的
高値であった。肉，油脂，魚介および果実類が基準量を50～98％上回って摂取されており，緑黄色野
菜，豆および穀類の摂取は，依然として基準量の15～44％下回っている。
　捌　栄養充足率は772年度の71（V．A）％～161（脂質）％から，，77年度の91（V．B2）％～141（動物性
たん白質）％へと比較的平準化し，パターソとしての変動度はa3％と低値であった。
　｛4｝摂取たん白質の質的評価では，動物性たん白質比は53．5％ρ→57．9％，たん白価は86（Try）→89
（S），アミノ酸価は86（Thr）一“　87（Thr），卵価は75（S）・一＋　74（S），人乳価は87（Thr）→89（Try），
牛乳値iは89（Lys）→92（Phe）にそれぞれ僅かずつ変動した。
　｛5｝対象児の体位の目標値に対する比率（％）は身長は99．　0圭3．5→101．2土4．8，体重は94，　1土5．3
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→101．　1土7．　7といずれも望ましい域に至り，体力評価は3．2土1．8→3、5±0．8と中位の成績であった。
　終りに臨み，本研究に際して終始ご懇篤なご指導を賜わりました本学の塚原叡教授に厚く御礼申し
上げます。また，調査の逢行上限りないお力添えを賜わりました本学付属幼稚園の本井昌先生はじめ
諸先生方，さらに調査対象のご家庭の方攻の一年間にわたるご協力に対しまして，深く感謝申し上げ
ます。
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